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所得と寿命の観点から見た
公的年金制度の再分配に関する考察

茂木　洋之
（国立社会保障・人口問題研究所社会保障基礎理論研究部室長）

近年，多くの国で高所得者ほど長寿であるという傾向が確認されており，このような寿命
格差は年金制度の公平性や再分配効果の評価に再考を促す。本稿ではまず，社会保障を保
険と再分配の観点から位置付けた理論研究や，所得や教育，職業と死亡率・寿命との関係
を分析した実証研究を整理する。次に，Sheshinski and Caliendo（2020）に基づいたモデ
ルを用いて，日本の厚生年金制度を近似した数値計算を行い，所得と寿命の正の相関が存
在する場合に生涯ベースの純移転がどのように変化するかを分析した。その結果，寿命格
差が拡大すると低所得層の生涯純移転は縮小し，高所得層の負担超過は緩和され，年金制
度の世代内再分配が弱まることが示された。さらに，日本の産業別死亡率データおよび市
区町村データを用いた分析では，所得水準や産業による死亡率格差が存在することが確認
された。これらの結果から，日本の公的年金制度を評価する際には寿命格差を考慮する必
要があり，給付算定式など制度設計の見直しが政策的論点となることも考えられる。
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Ⅰ　は じ め に

　公的年金制度は，多くの先進国において賦課方
式を基本として運営されており，世代間の再分配
効果を有している。同時に，低所得者への給付率
を相対的に高めるなど，世代内での再分配も行っ
ている。そのような中，所得と寿命の関係につい

ての理解も大きく前進し（ディートン 2014），社
会保障への制度設計にも一石を投じている。仮に
高所得者ほど長寿である場合，年金給付の受給期
間を通じて，制度の世代内に関する再分配構造を
歪める可能性がある。日本においても，厚生年金
制度は給付率の観点から低所得者に有利な給付と
なるような設計を行っている一方で，実際の給付
総額は寿命にも依存する。このため，所得と寿命
の相関を無視した制度の評価は，特に世代内の再
分配効果を過大に評価する可能性がある。
　平均寿命は多くの先進国において延び続けてお
り，それが公的年金制度に与える影響の検証は重
要である。これまで，高齢化や寿命の延びが公的
年金財政に与える影響については多くの分析が行
われてきた。一方，寿命の延びと公的年金制度の
持つ同世代内での再分配への影響の検証は，多く
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はなかった。特に，日本においては，検証はこれ
まで行われていなかった。寿命がどの属性の人に
も等しく延びているなら，世代内での再分配は特
段影響はないように思われるが，欧米などで確認
されているように，高所得層ほど長寿である傾向
が強まっており，所得階層間の寿命格差が拡大し
ている。このような傾向が日本においても起こり
始めている可能性はある。また，寿命格差は所得
だけでなく，職業や労働環境とも関連している。
重労働や危険を伴う職業，あるいは心理的負荷の
高い職種において死亡リスクが高いことは多くの
国で指摘されている。例えば，ヨーロッパでは，
フランスの統計機関 INSEE や INED の研究によ
り職業間寿命格差が示され，社会保障改革をめぐ
る論点の 1 つとなっている。日本においても，産
業別・職業別の死亡率に大きな差が存在すること
が公的統計から確認される。公的年金制度は平均
寿命を前提に設計されているが，もし高所得層や
特定職業層が長寿であるならば，生涯ベースの受
給額は寿命という要因により世代内の公平性は当
初の狙い通りとはならない可能性がある。
　本稿では，まず所得と寿命の関係について理論
的に重要と位置づけられる論文をレビューし，い
くつかの実証研究を紹介する。そして，職業と寿
命の関係についてもサーベイを行う。次に，日本
の現行の厚生年金制度を近似した給付・保険料構
造を前提として，Sheshinski and Caliendo（2020）
に基づいた所得と寿命の関係を明示的に組み込ん
だモデルを構築する。それをもとに，所得別の生
涯ベースの純移転（implicit transfer）がどのよう
に変化するかを定量的に分析する。さらに，所得
および職業と寿命の関係について，日本のデータ
を用いて検証を行う。それらの分析をもとに，い
くつかの国の公的年金制度を概観するとともに，
日本の公的年金制度へのインプリケーションを考
察する。

Ⅱ　先 行 研 究

１　社会保障と寿命格差―保険と再分配

　本セクションでは社会保障と寿命の関係につい

て，歴史的に特に重要だった理論研究を中心に振
り返る。社会保障と寿命の関係の分析が成立する
ための思考の枠組みを与えたという意味で，初期
の研究としては Samuelson（1958）が挙げられる。
Samuelson（1958）は，世代間の利害関係を現代
のマクロ経済学で言うところの OLG（Overlapping 
Generations Model）で分析し，その後の年金分析
のための動学モデルの基礎を築いた。また，世代
という概念の導入により，経済モデルで寿命を明
示的に扱う重要性を示した。
　また，経済学の分野では，社会保障制度は単な
る事後的な所得再分配政策ではなく，市場だけで
は十分に保険でカバーできない所得や健康，寿命
リスクを社会的にプールする制度として理論的に
正当化されてきた。Arrow（1963）は医療の特殊
性を指摘するともに，不確実性と情報の非対称性
の下ではリスク負担（risk-bearing）が市場で完全
に取引されず，競争均衡が必ずしもパレート効率
的にならないことを指摘した。Arrow の分析は
厚生経済学の枠組みに基づくものであり，医療や
健康リスクに関する契約が逆選択，モラルハザー
ド，品質の不確実性といった理由から不完備にな
ることを示している。結果的に，公的保険，非営
利組織，職業倫理といった非市場的な社会制度は
市場の失敗を補う働きをしていると指摘している。
　Diamond（1977）は，社会保障の分析のための
フレームワークとして，社会保障の機能を（1）
再分配，（2）市場で保障できないリスクへの対応
としての保険，（3）強制貯蓄の 3 つに分類してい
る。個人が老後所得，寿命，就労能力の不確実性
に直面する状況では，民間の年金市場や安全な資
産が不完備であるため，公的年金が厚生改善をも
たらしうることを指摘している。また，制度に対
する評価を単年度の保険料や給付ではなく，生涯
にわたる保険として捉えるのが妥当であるとも述
べている。
　Varian（1980）は，一般的には所得再分配政策
として捉える課税を社会保険としても解釈される
ことを明示的に定式化した研究である。Varian
のモデルは，2 期間モデルにおいて，第 2 期の所
得 y が，y＝x＋ε（第 1 期の貯蓄 x と第 2 期の確率
ショック εの和）で表され，政府は観測可能な所
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得 y に課税を行うことで，消費水準に影響を与え
る。政府予算制約の下で，個人がリスク回避的で
あれば，限界効用とショックの共分散が負になる
ことが示され，課税は消費の平準化をもたらし厚
生を改善することが示される。ここでは，所得格
差の一部が能力差ではなく運によるものと捉え，
再分配を事後の移転ではなく事前の保険として解
釈されている。
　Cremer and Pestieau（1996）は，所得税と社
会保険の分析に，能力（所得獲得能力）とリスク

（短命や長寿のリスク）について両方とも非観測的
であることを仮定して分析を行っている。個人は
能力とリスクという 2 つの変数に対し私的情報を
持ち，政府は所得税と社会保険を組み合わせてセ
カンド・ベストな問題として社会厚生を最大化す
る。誘因制約（incentive constraint）の下で，税
と社会保険の制度設計に対し能力とリスクの相関
関係が重要であることを示している。低賃金（低
い所得獲得能力）ほど高リスク（損失を被るリスク
が高い）という負の相関がある場合，社会保険の
拡大は低賃金者の厚生を相対的に改善し，社会保
険の再分配機能と整合性を持つ。一方，高賃金ほ
ど高リスクという正の相関がある場合には，社会
保険給付が高賃金者に有利に働き，社会保険の再
分配機能と整合的ではなくなる。この結果は，寿
命格差の議論において所得（能力）と寿命（リス
ク）の相関が制度の公平性に対する評価を左右す
るという議論にもつながる。
　ここで，社会保障制度がどの程度，累進的かど
うかを定量的に分析した研究を概観する。まず，
Coronado, Fullerton and Glass（2000）は PSID

（Panel Study of Income Dynamics）の個票データ
を用いて生涯賃金プロファイルを推定し，生涯
ベースでの社会保障の負担と給付を推計してい
る。単年の所得では累進的（高所得者から低所得
者への再分配）に見える社会保障も，生涯所得，
配偶者給付，課税上限，割引率，所得階層別死亡
率を考慮すると累進性が低下し，条件によっては
逆進的となることが示されている。
　Brown（2002）は，人種や学歴といった生涯所
得や健康状態と強く相関する社会経済的な属性に
着目し，グループ間の死亡格差が終身年金の価値

に与える影響を定量的に分析している。高学歴や
白人といった社会経済的に有利な集団ほど長寿で
あり，年金の内部収益率が高くなることが示され
ている。これは，寿命格差を考慮しない年金制度
が逆進的な再分配となりうることを示唆するもの
となっている。
　Sheshinski and Caliendo（2020）は，アメリカ
で所得と寿命の正の相関が拡大している中，社会
保障制度の累進性がどの程度損なわれるのかを定
量的に分析を行い，また，一般均衡モデルに基づ
き社会保障改革が厚生に与える影響を分析してい
る。賃金タイプと寿命リスクに異質性を持つモデ
ルを用い，各賃金タイプにおける純移転割合（im- 
plicit transfer share）の分散を累進性の指標とし
て定義する。アメリカのデータ（Auerbach et al. 

（2017）に基づく寿命格差）を用いた定量分析の結
果，1930 年コホートから 1960 年コホートへの寿
命格差拡大は，社会保障の累進性の約 4 分の 3 を
失わせることが示されている。さらに，一律の社
会保険税の上昇や一律の給付削減は累進性をさら
に損なわせる一方，寿命の延びが大きい高賃金層
により強く調整を課す累進性維持型改革（賃金別
税率調整，給付調整，賃金別支給開始年齢）が，財
政均衡と再分配を同時に達成し，厚生上も優れて
いる結果を導き出している。

２　所得・教育と寿命格差の実証

　次に所得やそれを規定する教育と，寿命格差に
ついての実証研究を振り返る。所得や教育は寿命
に影響を与えるという結果はほぼコンセンサスと
な っ て い る が，Deaton（2002），Cutler, Deaton 
and Lleras-Muney（2006），ディートン（2014）は
両者の関係が単純な一方向のものではなくて，経
済発展による医学・公衆衛生の発展が健康の改善
を促し，所得格差につながったことも指摘してい
る点は重要である。
　Chetty et al.（2016）は，米国の税務データと
社会保障局の死亡記録を結合した大規模行政デー
タを用い，40 歳時点の所得パーセンタイル別に
平均余命を推計している。ゴンペルツ曲線に基づ
く死亡率推計の結果，所得と寿命の間には強い正
の相関があり，その格差は近年拡大していること
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が示された。また，同一所得階層内でも地域差が
大きく，生活習慣や社会環境の重要性が示唆され
ている。
　Attanasio and Emmerson（2003）は，英国の
パネルデータ（British Retirement Survey など）
を用い，健康から所得への逆因果を考慮した上
で，所得・資産と死亡率の関係を分析している。
初期健康状態を統制した条件付きプロビット分析
の結果，所得や資産が高いほど死亡率が低いとい
う関係が依然として確認されている。
　Montez et al.（2019）は，米国における教育水
準別死亡率の州間差とその推移を，NHIS Linked 
Mortality File を用いて分析している。ポアソン
回帰の結果，高学歴層の死亡率は多くの州で低下
している一方，低学歴層の動向は州ごとに大きく
異なり，州レベルでの教育格差拡大が死亡率格差
の主要因であることが示されている。
　Shibuya, Hashimoto and Yano（2002）は，日本
の『国民生活基礎調査』を用い，主観的健康状態
を被説明変数とするロジスティック回帰分析を
行っている。その結果，個人の所得が低いこと
や，地域の所得格差が大きいことが，主観的健康
状態の悪化と有意に関連していることが示された。
　Nakaya and Dorling（2005）は，日本と英国を
比較し，地域別所得水準と死亡率の関係を分析し
ている。両国とも地域の平均所得が高いほど死亡
率は低いが，所得格差指標については，英国では
有意である一方，日本では明確な関連は確認され
ていない。
　Hirai, Kondo and Kawachi（2012）は，愛知老
年学的評価研究（AGES）を用い，高齢者の所得
水準と死亡・健康寿命の関係を Cox 比例ハザー
ドモデルで分析している。その結果，低所得層ほ
ど死亡率が高く，健康寿命が短いことが示されて
いる。Li et al.（2019）も群馬県の個票データを
用い，中高年・高齢者ともに低所得者ほど死亡リ
スクが高いことを確認している。
　なお，上記では所得や教育と寿命に関する先行
研究を概観したが，近年は平均的な寿命だけでな
く，日常生活に制限なく過ごせる期間を示す健康
寿命（Healthy Life Expectancy；HLE/HALE）も，
医療保険や介護保険という観点から重視されるよ

うになっている。健康寿命の代表的算出法として
Sullivan 法が知られ，国際比較では GBD（Global 
Burden of Disease Study）1） の HALE 推計が多く用
いられている。日本では厚生労働省『国民生活基
礎調査』ADL（Activities of Daily Living）等を用い
た指標が政策的に利用されている 2）。Tokudome, 
Hashimoto and Igata（2016）では，1990 年から
2013 年までの性別別日本 HLE および HALE 値
を用い，HLE と HALE の推移，ならびに 5 年ま
たは 3 年ごとの変化を検証している。分析の結
果，日本における健康寿命も着実に延びている結
果が示されている。一方，Yong and Saito（2009）
では，1986 年から 2004 年にかけての日本人男女
の健康状態と平均寿命の延びを検証し，1995 年
以前の寿命の延びは主に良好な自己申告健康状態
の年数によるものであったのに対し，その後は不
良な自己申告健康状態の年数による延びが主で
あったとの結果を得ている。なお，日本における
健康寿命のサーベイとして，Ojima（2014）や林

（2016）があり，経済分野への応用としては大
塚・谷口（2018, 2019）がある。

３　職業・産業と死亡率格差の実証

　次に，職業別や産業別の死亡率格差を概観す
る 3）。まず，Tanaka et al.（2019）は，日本・韓
国・欧州 8 カ国（フィンランド，デンマーク，イギ
リス，フランス，スイス，イタリア，エストニア，リ
トアニア）の公的データ（1990～2015 年）を用い，
男性 35～64 歳の職業別死亡率をポアソン回帰モ
デルを用いて分析している。職業分類は国際比較
可能な Erikson-Goldthorpe-Portocarero の分類に
基づき，上位非肉体労働者（専門職，管理職な
ど），下位非肉体労働者（事務職，サービス職，販
売職など），肉体労働者（技能工および関連職，半
熟練・非熟練の肉体労働者など），農業従事者，自
営業者の 5 つに分類している。その上で，職業間
の年齢調整死亡率差や死亡率比について分析を
行っている。欧州諸国では一貫して高（上位）職
業階層ほど死亡率が低い結果が観察された一方，
1990 年代後半の日本および 2000 年代後半の韓国
では，高職業階層（管理職・専門職）の死亡率が
相対的に高まるという現象が確認されている。こ
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のような死亡率の上昇は，下位非肉体労働者およ
び肉体労働者における死亡率の低下と並行して起
こっており，主な要因は，がんおよび外因死（不
慮の事故や自殺など）による死亡率の増加である
と指摘している。また，著者らは，それらの死亡
率の上昇は，バブル崩壊後の日本やリーマン
ショック後の韓国の職場環境の変化が一因である
可能性を指摘している。
　Tanaka, Tanaka and Wada（2020）は，2015 年
の『人口動態統計』と『国勢調査』を用い，日本
人男性（25～64 歳）の職業別・産業別死亡率を分
析した。サービス職，農林漁業，管理職で死亡率
が高く，事務職・販売職で低いことが示され，職
業・産業による死亡率格差が依然として大きいこ
とが確認された。
　Dhungel et al.（2022a）は，日本の男性労働者

（25～64 歳）を対象に，1980～2015 年の 35 年間
にわたる職業別死亡率の推移を分析している。
データとして，厚生労働省『人口動態統計』によ
る死亡数と，『国勢調査』による職業別人口を用
い，管理職，専門職，事務職，販売職，サービス
職，運輸・保安，農林水産，製造・建設の 8 職業
区分について年齢調整死亡率を算出している。ま
た，死因別（がん，心疾患，脳血管疾患，自殺）に 
ポアソン回帰モデルを用いて分析を行っている。
推定結果としては，死亡率は全体的に低下してい
るものの，管理職では 1990 年代後半以降，死亡
率の改善が停滞またはやや悪化しており，自殺や
がん死亡が寄与していることが分析から類推さ
れ，職業に特有の労働環境やストレスが寿命格差
に影響している可能性が示唆される。
　Hayashi and Kezuka（2020）は，日本の伝統
芸能従事者を対象に，職業内の身体的負荷の違い
が寿命に与える影響を分析している。ウェブなど
の公開資料や人物事典から得られたデータを用
い，役者の生年・没年，役柄，芸歴などを整理
し，役柄による身体的負担の違いに着目して死亡
年齢を分析している。歌舞伎役者は，茶道・落
語・長唄など比較的身体負担の小さい職業に比べ
寿命が有意に短く，日常的な激しい身体活動は必
ずしも寿命延長につながらない可能性が示された。
　また，その他の視点として，特定の死因と職

業，産業との関係について分析した研究もある。
Wada et al.（2016）では，日本の労働年齢層男性

（25～59 歳）の自殺リスクの差異を職業業種別に
検証している。2010 年の『人口動態統計』では，
自殺発生率は農業・鉱業従事者で最も高かった。
　Dhungel et al.（2022b）では，日本の 25～64 歳
の就労女性において，職業階級が健康状態とどの
ように関連するかを探るため，がん，虚血性心疾
患，脳血管疾患，自殺という 4 大死因における職
業分類別の絶対的・相対的死亡率の変動を推定し
ている。同じく，『人口動態統計』などのデータ
を用いた分析では，1980 年から 2015 年にかけ
て，全職業群の女性において，全がん，虚血性心
疾患，脳血管疾患，自殺による死亡率に減少傾向
が認められた。農業従事者は専門職と比較し，全
4 死因において死亡リスクが高かった。全がんお
よび脳血管疾患の死亡率の絶対的差は，1980～
1995 年と比較し 2000～2015 年においてより大き
かった。事務職・販売職における死亡傾向は，自
殺を除き 2000 年以降減少した，等の結果が得ら
れている。
　また，景気や産業構造の変化と死亡との関係に
ついて分析したものもある。Wada and Gilmour

（2016）は，1990 年代および 2008 年以降の経済低
迷が，男性の自殺死亡率の長期的増加に関与した
可能性を指摘した。Tanaka et al.（2017）では，
日本において職業間の死亡率の絶対的不平等は縮
小した一方，相対的不平等は一様でなく，その主
因は脳血管疾患と自殺であると結論づけられて
いる。

Ⅲ　分析モデル

１　所得と寿命

　年金制度の世代内の再分配効果を分析するにあ
たり，個人間の賃金格差を明示的に扱う。本稿で
は，各個人が一生を通じて一定の賃金水準を持つ
と仮定し，その賃金の分布を外生的に与える。具
体的には個人の賃金 w は対数正規分布に従うと
仮定する。
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　ln w～N（μw, σ 2
w）� （1）　

対数正規分布は，所得分布の右裾が長いという特
徴を捉えることができ，所得分布を扱う理論，数
値分析において多く用いられている。
　対数正規分布に従う w の平均は以下で与えら
れる。

　E［w］＝exp（μw＋ 1
2 σ

2
w）� （2）　

本稿では，平均賃金を 1 に基準化する。これによ
り，E［w］＝1 となる。
　対数正規分布のジニ係数は，分散パラメータ σw

のみに依存し，以下で表される。

　G＝2Φ（ σw

 2 ）－1� （3）　

ここで Φ は標準正規分布の累積分布関数である。
この性質を用いることで，任意のジニ係数の値を
設定することで，分散パラメータ σw の値を求め
ることが可能となる。本稿では，日本の賃金分布
のジニ係数を約 0.35 と仮定し 4），その値をもと
に σw＝0.65 と設定している。また，E［w］＝1 と

（2）から μw＝－0.21 と設定する。なお，数値解
析のため，連続的な所得分布を有限個のタイプに
離散化する。
　寿命構造は 下記の Gompertz 型死亡率によっ
て表されるとする。

　m0（a）＝λ0 exp（γa）

Gompertz モデルは，死亡率が年齢とともに指数
的に増加する特徴を捉えており，死亡率を近似す
る際に広く用いられている。本稿では，γを外生
的に与え，λ0 を調整することで日本の平均寿命に
近い値を再現することにする。
　また，本稿では基礎的な寿命構造と，所得によ
る寿命差を分離する。まず，所得とは無関係な基
礎生存曲線を，日本人男性全体の平均寿命（約 81
歳）に合わせて初期のパラメータを設定する。こ
の段階では，所得格差は考慮されていない。その
上で，所得による寿命差を，死亡率に対する乗数

的な歪みとして下記のように導入する。

　m（a│wj）＝m0（a）wj
－η

ここで η ≥ 0 は死亡率の所得弾力性を表し，j は
所得タイプを表す。上記の関数は，所得が高いほ
ど死亡率がすべての年齢で比例的に低下すること
を意味している。これは，所得が健康状態や医療
アクセス，生活環境などを通じて，広範な年齢層
に影響を与えるという解釈になる。
　なお，所得タイプ j の生存関数および平均寿命
それぞれは以下のように与えられる。

　S（a│wj）＝exp（－∫0
a m（s│wj）ds），

　　e0（wj）＝∫0
∞ S（a│wj）da

ここで，所得と寿命の関係を導入すると，所得タ
イプ別の平均寿命が変化するだけでなく，全体平
均寿命も変化してしまう。そこで，寿命に関する
パラメータについて以下の調整を行う。
　まず，最初に基礎死亡率を固定したまま，所得
階層間の寿命差が所与の目標値になるよう，ηを
決定する。今回は最低所得タイプと最高所得タイ
プの平均寿命差が 7 年，5 年，3 年になるように

（e0（wmax）－e0（wmin）＝7 or 5 or 3），ηの値を決める。
次に，平均寿命差が 7 年，5 年，3 年になるよう
に得られた ηの値を固定したまま，基礎死亡率パ
ラメータ λ0 を調整する。これにより，所得タイ
プ別寿命を人口比で加重平均した全体平均寿命
が，直近の男性の平均寿命である 81 歳，つまり，
∑j πj e0（wj）＝81 となるように，λ0 を調整する。こ
こで，πj は所得タイプ別の人口比である。これ
ら，死亡率に関するパラメータの値は表 1 にまと
める。

表 1　死亡率に関するパラメータの値

パラメータ 値 意味
λ0 ≈1.1×10－4 基準死亡率
γ 0.085 死亡率年齢勾配

m0 ≈λ0 初期死亡率
η ≈0.30 or .045 or 0.60 所得による死亡率差
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２　年金制度

　年金制度は賦課方式で運営されているとする。
ある時点における年金給付は，同時点の現役世代
から徴収される保険料によって賄われる。経済に
は所得タイプ j＝1, …, K が存在し，それぞれ人
口比 πj を持つ。所得タイプ j の個人は，生涯にわ
たり一定の賃金水準 wj を持ち，年齢 Rj で退職す
る。退職前は現役として保険料を支払い，退職後
は年金給付を受け取る 5）。なお，ここではすべて
の所得タイプにおいて退職年齢を 65 歳と仮定す
る（Rj＝65）。
　年金制度はフラットな定額部分と報酬比例部分
のからなる以下を考える。

　b（wj）＝β0＋β1 min｛wj, w̅｝

ここで，β0 > 0 は，基礎年金に相当する定額部分
である。β1 > 0 は，報酬比例部分の係数である。
w̅ は，標準報酬月額の上限を反映するパラメータ
である。上記の定式化は，厚生年金制度の二階建
て構造の特徴を簡潔に捉えるものである。一定の
所得水準までは給付が賃金に比例して増加する一
方，それを超える部分については給付が頭打ちに
なる定式化となっている。これにより，制度は完
全な比例年金でも完全な定額年金でもなく，部分
的に再分配的な性格を持つことになる 6）, 7）。ま
た，b（wj）は年金受給 1 年あたりの給付額を表し
ており，この段階では給付水準は寿命の長短に依
存せず，個人の所得履歴のみによって決定される
ことになる。なお，本稿では，平均的な所得タイ
プにおける年金給付が現役賃金の約 50％となる
ように給付パラメータを設定する（つまり所得代
替率を 50％とする）8）。
　寿命も考慮した年金制度の再分配効果を評価す
るためには，単に年金給付額を比較するだけでは
不十分となる。なぜなら，実際にどれだけ給付を
受け取るかは，退職後にどれだけ長く生存するか
に依存するためである。
　本稿では，所得タイプ j の生存関数 S（a│wj）を
用いて，拠出期間と給付期間を考える。まず，期
待就業年数（拠出期間）は，以下で与えられる。

　Lj
W＝∫0

Rj S（a│wj）da

これは，所得タイプ j の個人が現役として存在す
る年数の期待値を表す。次に，期待退職年数（給
付期間）は，以下で与えられる。

　Lj
R＝∫R j

∞j S（a│wj）da

これは，退職後に年金給付を受け取る期間の期待
値であり，寿命格差が反映される部分でもある。
　上記を用いることで，所得タイプ j の生涯保険
料拠出額と生涯年金給付額を以下のように表すこ
とができる。生涯拠出額は以下のように与えら
れる。

　C（wj）＝τwj ∫0
Rj S（a│wj）da＝τwj Lj

W

ここで τは保険料率である。上記の式は，現役期
の各年において賃金 wj に比例した保険料を支払
い，その支払いが生存確率で重み付けされている
ことになる。一方，生涯給付額は以下で与えら
れる。

　B（wj）＝b（wj）∫
∞
Rj S（a│wj）da＝b（wj）Lj

R

給付額 b（wj）は一度給付されると変わらないが，
受給期間 Lj

R は寿命に依存するため，所得と寿命
の関係が給付総額に反映されることになる。
　賦課方式年金では，各期の保険料収入と給付支
出が一致することになる。この均衡条件を定常人
口の下で次のように表す。

　τ∑j πj wj ∫0
Rj S（a│wj）da＝∑j πj b（wj）∫

∞
Rj S（a│wj）da

左辺は，現役世代全体から徴収される期待保険料
収入を表し，右辺は，退職世代全体に支払われる
期待年金給付総額を表す。この式を満たすように
保険料率 τが決定される。
　一般的な年金制度の世代内の再分配には，所得
階層別の所得代替率で考察することが多い。しか
し，所得代替率は 1 時点における給付水準を表す
指標であり，給付期間は考慮されない。そのた
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め，所得と寿命の関係が存在しても，所得代替率
自体には反映されない。そこで，本稿では，以下
の生涯ベースの純移転を年金制度の世代内の再分
配指標とする。

　δ（wj）＝
B（wj）
C（wj）

－1

上記は，その個人が支払った保険料 1 単位あた
り，どれだけの給付を生涯で受け取るかを表して
いる。寿命が長いほど B（wj）が増加するため，所
得と寿命の相関は δ（wj）で見るのが妥当である。
　本稿では，所得と寿命の相関を，死亡率に対す
る所得の弾性として導入している。ただし，分析
では，まず所得が寿命に影響しないケースを
Case A として基本の数値計算を最初に行う。次
に所得が寿命に影響する Case B として，最高所
得者と最低所得者の寿命差が 7 年，5 年，3 年と
仮定したケースでそれぞれ数値計算を行う。

３　数値計算の結果

　まず，Case A での内生的に決定された保険料
率 は τA ≈ 0.1287 で あ っ た（ 約 12.87％）。 一 方，
Case B は寿命格差が大きいと内生的な保険料率
がわずかに上昇する。τB, gap＝3 ≈ 0.1298（寿命格差

3 歳），τB, gap＝5 ≈ 0.1310（寿命格差 5 歳），τB, gap＝7 ≈
0.1321（寿命格差 7 歳）となった。これは，寿命
格差が拡大すると高所得層の受給期間が長くな
り，人口全体の給付総額が増加するためである。
　生涯純移転の結果は次の通りとなった（図 1）。
最も低い所得層（w＝0.291）では，Case A の純
移転 TA が 11.543 百万円であるのに対し，Case B
では
　•gap＝3（寿命差 3 年）：
� TB＝9.607（金額差 −1.936 百万円）
　•gap＝5（寿命差 5 年）：
� TB＝8.353（金額差 −3.190 百万円）
　•gap＝7（寿命差 7 年）：
� TB＝7.113（金額差 −4.430 百万円）
と，寿命格差が大きいほど低所得層の生涯純移転
が縮小する。
　最も高い所得層（w＝2.407）では，Case A の純
移転 TA＝−42.716 百万円に対し，Case B では
　•gap＝3（寿命差 3 年）：
� TB＝−39.431（金額差 ＋3.285 百万円）
　•gap＝5（寿命差 5 年）：
� TB＝−37.375（金額差 ＋5.341 百万円）
　•gap＝7（寿命差 7 年）：
� TB＝−35.348（金額差 ＋7.368 百万円）

注：1）�生涯純移転は，個人が生涯で受け取る年金給付額から生涯保険料拠出額を差し引いた値で
ある。

　　2）�Case A は所得と寿命の相関が存在しない場合，Case B は所得と寿命の正の相関を仮定し
た場合を示す。Case B では，最低所得タイプと最高所得タイプの平均寿命差がそれぞれ 3
年（gap＝3y），5 年（gap＝5y），7 年（gap＝7y）となるように設定している。

図 1　所得タイプ別の生涯純移転
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と，寿命格差が大きいほど高所得層の負担超過が
緩和される（受給増のため）9）。
　このように，寿命格差は，年金が本来持つ所得
再分配（低所得への移転）を縮小させ，高所得側
に有利な方向へ世代内再分配をシフトさせる結果
となる。
　また，再分配指標 δ（w）＝B（w）/C（w）－1 の結
果は次の通りとなった（図 2）。
　最も低い所得層（w＝0.291）では，Case A にお
ける純受益率は δA＝0.888 となった。つまり，生
涯給付は生涯拠出の約 1.88 倍（純受益率 188％）
という結果になる。これに対し，Case B では寿
命格差の拡大とともに純受益率が低下し，
　•gap＝3（寿命差 3 年）：δB＝0.736
　•gap＝5（寿命差 5 年）：δB＝0.636
　•gap＝7（寿命差 7 年）：δB＝0.538
となる。寿命格差が大きいほど，低所得層の拠出
に対する給付倍率は縮小する。寿命差 7 年の場
合，純受益率は約 0.35 ポイント低下し，給付倍
率も 1.88 倍から 1.53 倍へと縮小する。
　一方，最も高い所得層（w＝2.407）では，Case 
A における純受益率は δA＝−0.398 となった。し
たがって，生涯給付は生涯拠出の約 60.2％とな
り，約 39.8％の純負担となっている。
　これに対し，Case B では寿命格差の拡大とと

もに純負担が緩和され，
　•gap＝3（寿命差 3 年）：δB＝−0.363
　•gap＝5（寿命差 5 年）：δB＝−0.341
　•gap＝7（寿命差 7 年）：δB＝−0.319
となる。寿命格差が拡大するほど，高所得層の負
担超過率は縮小する。寿命差 7 年の場合，純負担
率は約 8％ポイント軽減されることになる。

Ⅳ　職業や所得と死亡・寿命の関係

１　産業別，年齢別死亡率データからの検証

　本項では，日本における寿命格差の実態を補足
的に把握するため，公的統計に基づく産業別死亡
率の算出を行う。使用データは，厚生労働省『人
口動態統計（職業・産業別）』における 5 歳階級別
死亡数と，『国勢調査』に基づく産業別就業者人
口である。これらを産業（大分類）×性別×年齢階
級で結合し，年齢別死亡率 ma, j＝Da, j/Pa, j を算
出した。なお，Da, j は死亡者数，Pa, j 就業者数，
a は年齢，j は産業である。さらに，産業間で年
齢構成が異なることを調整するため，年齢調整死
亡率（Age-Standardized Mortality Rate：ASMR）を
計算した。具体的には，標準人口の年齢別構成比
を wa とすると，ASMRj＝∑a wa ma, j を計算する。本

注：1）�再分配指標は，生涯給付額と生涯拠出額の差（純移転）を生涯拠出額で割った値である。
　　2）�Case A は所得と寿命の相関が存在しない場合，Case B は所得と寿命の正の相関を仮定した

場合を示す。Case B では，最低所得タイプと最高所得タイプの平均寿命差がそれぞれ 3 年
（gap＝3y），5 年（gap＝5y），7 年（gap＝7y）となるように設定している。

図 2　所得タイプ別の再分配指標：δ（w）＝ B（w）/C（w）－1
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分析ではすべての産業を含めた 15 歳以上就業者
の年齢分布を標準人口とし，20～74 歳階級の比
較を行った。
　まず，図 3 の年齢別死亡率の推移を見ると，す
べての産業で死亡率は年齢とともに単調増加し，
50 歳前後から上昇スピードが高まる。これはゴ
ンペルツ型の死亡率の推移と整合的である。一
方，同一年齢でも産業間格差は見られる。例えば
20～24 歳では多くの産業で死亡率は人口 10 万対
100 前後に収まる一方，鉱業では 800 前後とかな
り高い。60～64 歳では，教育や医療・福祉が 100
～200 程度であるのに対し，運輸業や建設業では
300 前後，鉱業では 3000 を超える。なお，図 4
は死亡率の高い上位 5 つの産業，図 5 は死亡率の

低い下位 5 つの産業の年齢別死亡率を示してい
る。なお，一般的には退職している人の多い年齢
であるが，70～74 歳を見ると年齢別死亡率の産
業差はさらに拡大し，教育・医療等が 200 前後で
あるのに対し，電力・ガスや鉱業では 5000 近い
水準になる。年齢別死亡率の産業差の結果から
は，危険作業への曝露や身体的負荷，健康資本の
蓄積の差が年齢ととも拡大する可能性が示唆さ
れる。
　ここで，算出した年齢調整死亡率（人口 10 万
対）を見ると，産業は大きく三群に分かれる。ま
ず，低死亡率群（約 100 以下）は，教育（約 92），
医療・福祉（約 102），卸売・小売，専門技術サー
ビス（約 120）などである。中位群（150～250 程

注：1）�産業区分は日本標準産業分類に基づく。図中のアルファベットは日本標準産業分類の大分類コードを示す。各区分はそれぞれ，A: 
Agriculture, forestry（農業・林業），B: Fisheries（漁業），C: Mining, quarrying（鉱業・採石業），D: Construction（建設業），E: 
Manufacturing（製造業），F: Electricity, gas, heat & water（電気・ガス・熱供給・水道業），G: Information & communications

（情報通信業），H: Transport & postal（運輸業・郵便業），I: Wholesale & retail（卸売業・小売業），J: Finance & insurance（金
融業・保険業），K: Real estate & goods leasing（不動産業・物品賃貸業），L: Scientific research, professional & technical（学術
研究・専門・技術サービス業），M: Accommodations & food services（宿泊業・飲食サービス業），N: Living-related & personal 
services, amusement（生活関連サービス業・娯楽業），O: Education and learning support（教育・学習支援業），P: Medical, 
health care & welfare（医療・福祉），Q: Compound services（複合サービス事業），R: Other services, n. e. c.（その他のサービス
業），S: Public administration（except elsewhere classified）（公務〔他に分類されるものを除く〕），T: Not stated（不詳）を指す。

　　2）15-19 歳および 75 歳以上の年齢階級は分析対象から除外している。

図 3　産業別年齢階級別死亡率（人口 10万人あたり）
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注：1）�産業区分は日本標準産業分類に基づく。図中のアルファベットは日本標準産業分類の大分類コードを示す。各区分は
それぞれ，B: Fisheries（漁業），C: Mining, quarrying（鉱業・採石業），F: Electricity, gas, heat & water（電気・
ガス・熱供給・水道業），G: Information & communications（情報通信業），T: Not stated（不詳）を指す。

　　2）15-19 歳および 75 歳以上の年齢階級は分析対象から除外している。

図 4　高死亡率産業（上位 5産業）の年齢階級別死亡率

注：1）�産業区分は日本標準産業分類に基づく。図中のアルファベットは日本標準産業分類の大分類コードを示す。
各区分はそれぞれ，I: Wholesale & retail（卸売業・小売業），L: Scientific research, professional & technical

（学術研究・専門・技術サービス業），O: Education and learning support（教育・学習支援業），P: Medical, 
health care & welfare（医療・福祉），R: Other services, n. e. c.（その他のサービス業）を指す。

　　2）15-19 歳および 75 歳以上の年齢階級は分析対象から除外している。

図 5　低死亡率産業（下位 5産業）の年齢階級別死亡率
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市区町村別の対数 1人あたり課税所得

89.0

88.5

88.0

87.5

87.0

86.5

85.5

86.0

4.0 5.0 7.06.04.5 5.5 6.5

平
均
寿
命
（
歳
）

注：1）各点は市区町村を表す。図 6 は女性の平均寿命を示す。
　　2）�1 人あたり課税所得は，市区町村の地方税総額を人口で除した値であり，横軸ではその対数

を用いている。

図 6　市区町村別女性平均寿命と対数 1人あたり課税所得

度）は，製造業（約 178），宿泊・飲食（約 266），
建設，運輸（約 226）などとなっている。一方，
高死亡率群（600 以上）は漁業（約 668），情報通
信，産業不詳，電力・ガス（約 2185），鉱業（約
3292）などとなった。特に鉱業は年齢調整死亡率
が他の産業の数十倍に達し，極端な死亡リスクを
示している。
　日本全体の年齢調整死亡率は概ね人口 10 万対
300～500 程度であり国際的にも低水準にあるが，
本節の産業別推計では 100 未満から 3000 超まで
大きな格差が確認された。これは日本においても
社会経済的地位，特にここでは産業区分で見た仕
事に対する死亡リスクの差異が存在することが確
認される。さらに，年齢調整死亡率の高低は，
全年齢にわたる死亡率水準の差として現れてい
る。低死亡率産業では若年期から一貫して死亡率
が低く，加齢による上昇も緩やかである。一方，
高死亡率産業では中年期以降の上昇が顕著であ
り，累積的な健康資本の損耗の存在も示唆され
る。それらから，産業別寿命格差は仕事を介した
ライフコース全体にわたる健康格差として捉える
ことも可能であろう。

２　所得と寿命―市町村別データからの検証

　本項では，前節までに示した理論モデルや数値
計算の前提の妥当性について考察するため，日本
の市区町村レベルのクロスセクションデータを用
い，所得と平均寿命の関係を検証する。理論モデ
ルでは，所得が高いほど死亡率が低下し，結果と
して平均寿命が延びることを仮定したが，この仮
定が日本の地域データと整合的であるかを確認す
る。使用するデータは，2020 年市区町村別簡易
生命表から得られる男女別平均寿命と，市区町村
別歳入内訳の地方税総額を市区町村別人口で割っ
た値を 1 人あたり課税所得として用いる。2020
年のデータは 1732 市区町村のデータである 10）。
　まず，図 6 および図 7 は，それぞれ女性および
男性の平均寿命と 1 人あたり課税所得（対数）の
関係を示した散布図である。図 6 の女性のデータ
の散布図では，点群はやや水平に広がっている。
図 7 は男性のデータの散布図であるが，女性の
データよりも右上がりの傾向が観察される。
　最後に，市区町村別の男女別平均寿命を被説明
変数にとり，説明変数に対数をとった 1 人あたり
課税所得，都道府県ダミーを用いて，OLS で推
定した 11）。結果は，女性の平均寿命に対する対
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数の 1 人あたり課税所得の係数は 0.1085 となり
統計的に有意であった。これは，1 人あたり課税
所得が約 10％上昇した場合，女性の平均寿命が
約 0.012％延びる計算になる。男性については，1
人あたり課税所得の係数は 0.2539 と女性の約 2
倍となり，統計的にも有意であった。男性の結果
で は， 所 得 10％ の 上 昇 に 対 し 平 均 寿 命 は 約
0.031％延びる計算となる 12）。あくまでも，これ
ら単純な OLS の結果ではあるが，日本において
も所得と寿命の正の相関が存在するが示唆され，
Chetty et al.（2016）など米国の個票データを用
いた研究で確認された所得と寿命の正の関係と整
合的である。ただし，本稿の市区町村データによ
る分析で得られる寿命差は，個人ベースの研究で
観察される数年規模の寿命格差に比べて大幅に小
さい。これは地域データを平均化することにより
個人間格差が縮小して観測されるためであると考
えられる。

Ⅴ�　日本の年金制度の在り方―国際比
較・寿命格差・産業別死亡率を踏まえて

　ここでは，公的年金の拠出と給付の組合せにつ
いて，いくつかの特徴的な国の制度を概観しなが

ら，日本の公的年金制度へのインプリケーション
を得る。ここでは，アメリカとイギリスとス
ウェーデンを取り上げる 13）。それら各国の公的
年金制度は，拠出や給付の算定において異なる構
造を持つが，それぞれ以下で簡潔ではあるがまと
める。

１　拠出の構造―定率と定額，上限付き

　アメリカは社会保障税を定率（12.4％）で課す
が，課税上限が存在する。これは高所得層にとっ
て上限を超えると実効的な保険料率が逓減する構
造となっている。イギリスも上限を超える部分の
税率を低く設定しており，拠出段階での逆進性が
一部存在する。また，スウェーデンも所得比例拠
出を基本としているが，保険料がかかる年間所得
の上限は存在する。

２　給付の構造―定額，比例，傾斜配分

　給付については，まずイギリスは定額年金を基
本とし，所得割合でみれば低所得者に有利な設計
といえよう。スウェーデンは所得比例型部分と積
立 DC（確定拠出）部分，さらに最低保障のある
保証年金を組み合わせる三層構造を持つ。アメリ
カは報酬比例型であるが，給付計算式において低

注：1）各点は市区町村を表す。
　　2）�1 人あたり課税所得は，市区町村の地方税総額を人口で除した値であり，横軸ではその対数を

用いている。

図 7　市区町村別男性平均寿命と対数 1人あたり課税所得
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所得層に高い代替率を与えるベンドポイントが存
在し，比較的，累進的な給付構造である。

　日本の公的年金は大きく分けると，定額拠出で
定額給付の国民年金と報酬比例を基本とした厚生
年金となっている。また，厚生年金は標準報酬上
限や基礎年金部分を持つ。日本の国民年金は給付
についてはイギリスのように定額であるが，拠出
についても定額である。一方，イギリスは拠出に
ついては比例的な税率であり，再分配としてはイ
ギリスのほうが低所得層に有利と言えるだろう。
厚生年金に関しては，報酬比例型が原則であり，
アメリカやスウェーデンに近い。ただし，アメリ
カの場合は，給付で低所得者に有利なベンドポイ
ントがあり，スウェーデンについては，低所得者
の給付を底上げする保証年金がある。そのため，
再分配の観点からは，厚生年金よりアメリカやス
ウェーデンの公的年金のほうが低所得者に有利と
言えるだろう。これらから日本の公的年金は，ア
メリカ，イギリス，スウェーデンに比べ，やや低
所得者への再分配の程度は弱いように見える。
　Ⅲにおいて，所得と寿命に正の相関が存在する
場合，高所得者と低所得者の寿命格差により低所
得層の生涯純移転が縮小し，高所得層の負担超過
が緩和されることが示された。これは公的年金制
度が意図した再分配機能が，生涯ベースでは部分
的に相殺されることを意味する。日本の公的年金
は先ほど述べたように，アメリカやイギリス，ス
ウェーデンに比べ，再分配機能が弱いため，所得
と寿命に相関がある場合，さらに再分配機能が損
なわれることになる。Ⅳでは，日本の市区町村
データを用いて，所得と平均寿命の相関を見た。
個人ベースではなく地域単位のデータを用いてい
ること，1 期のクロスセクションデータでの単純
な分析であること，また所得の寿命に対する弾力
性の値が小さいなど留意点はあるが，日本におい
ても所得と寿命の関係には正の相関が見られそう
である。それを踏まえると，今後の日本の年金制
度改革の際には，給付算定式の傾斜強化や保険料
上限の見直しといった，所得と寿命の正の相関に
よる公的年金の再分配機能の低下を緩和する議論
は 1 つの論点になるだろう。

　また，Ⅳでは，産業別死亡率のデータを概観し
たが，日本においても産業間で大きな死亡率格差
が存在することが確認された。鉱業や一部の高リ
スク産業では，教育・医療等の産業と比べて数十
倍の年齢調整死亡率差が観察された。公的年金制
度は国民年金と厚生年金・共済年金の給付体系の
違いはあるが，同じ制度内であれば基本的に拠出
と給付のルールは同一である。産業別死亡率の
データから示されるのは，寿命や死亡率が産業間
で異なっており，制度内の拠出，給付の統一され
たルールは実質的には従事する産業や仕事間で不
均等な結果をもたらすことも考えられる。特に，
身体的負荷が高く健康リスクの大きい産業に従事
する労働者は，拠出期間は同じでも受給期間が短
くなる可能性が高い。結果として，生涯純移転は
低くなり，公的年金制度は逆進的に作用する可能
性がある。そのため，身体的負荷や健康リスクの
高い職種については，支給開始年齢の柔軟化や補
完的保障を検討する余地がある。一方，産業別死
亡率格差の背景には，労働環境，安全対策，仕事
と生活習慣などが関連するだろう。それを踏まえ
ると，年金制度単体で再分配を補正するには限界
があり，健康政策と関連させることが不可欠とな
るであろう。

Ⅵ　ま と め

　本稿では，所得や職業と寿命の関係が公的年金
制度の世代内再分配に与える影響について，分析
を行った。近年，多くの国で所得や教育などの社
会経済的地位と寿命の間に正の相関が存在するこ
とが指摘されており，このような寿命格差は年金
制度の公平性や再分配効果を評価するうえで重要
な要素となっている。
　数値計算の分析では，日本の厚生年金制度を近
似したモデルにおいて所得と寿命の正の相関を導
入し，生涯ベースでの拠出額と給付額の関係を分
析した。その結果，所得が高いほど長寿である場
合，低所得層の生涯純移転は縮小し，高所得層の
負担超過は緩和されることが示された。これは，
公的年金制度が制度設計上は低所得層に有利な再
分配構造を持っていても，寿命格差を考慮すると
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は少数である。その理由としては，職業という区分は報酬や労
働条件の違いに帰着されるため，労働条件の違いによる健康へ
の影響といった観点から議論がなされてきたためだと考えられ
る。また，職業別の格差を考察する場合，そもそもの職業の意
思決定を考える必要があり，それは多くの場合学歴や性別など
に帰着される。よって，研究的には学歴間の健康格差として扱
われる（Eide and Showalter 2011）。学歴間の健康格差などを
分析する際に職業を入れることは，Bad control（悪いコント
ロール変数）になると解釈もできるため，解釈が難しくなり，
やはり避けられる傾向にある。これらは小前・茂木（2025）

など，正規・非正規の健康格差などとも同じ構造である。
 4）OECD “Income distribution database” によると，日本の所

得のジニ係数は 2015 年が 0.339，2019 年が 0.334，2021 年が
0.338 となっており，その値に近い設定である。

 5）所得タイプ別の賃金 wj は，対数正規分布を十分位に離散化
した相対賃金とし，平均を 1 に正規化している。そのため，
たとえば w＝1 は平均的な賃金水準，第 1 十分位の代表値とな
る w＝0.291 は平均賃金の約 29.1％，第 10 十分位の代表値とな
る w＝2.407 は平均賃金の約 240.7％を意味する。今回の分析で
は基準年収 546 万円（w＝1）としており，それを用いると，
そ れ ぞ れ 概 ね 159 万 円（w＝0.291）お よ び 1314 万 円（w＝
2.407）の年収に相当する。

 6）日本年金機構によれば，2025 年度の老齢基礎年金満額は月
額 6 万 9308 円であり，平均標準報酬 45.5 万円で 40 年就業し
た場合の標準的年金額（夫婦 2 人分の基礎年金を含む）は月
額 23 万 2784 円となっている。

 7）厚生年金の標準報酬月額は現在 8.8 万円から 65 万円までの
32 等級であり，65 万円が上限である。今回の分析では，平均
賃金を 1 に正規化したうえで w̅＝1.5 と置いているが，実際の
標準報酬月額上限の 65 万円と平均標準報酬 45.5 万円の比率が
1.43 であり，それに近いに設定している。

 8）本稿では，β0＝0.155，β1＝0.345 と設定している。
 9）生涯拠出額および生涯給付額の換算にあたっては，賃金を

平均 1 に正規化した相対賃金として扱ったうえで，基準とな
る平均賃金を外生的に与えている。具体的には，平均的な標準
報酬月額を 45.5 万円，年額では 546 万円とし，モデルで得ら
れた相対的な拠出額・給付額にこれを乗じて百万円単位に換算
した。これは，日本年金機構が標準的な年金額の例示に用いる
平均標準報酬 45.5 万円を参考にした値である。

10）2020 年時点における市区町村数は 1741 であるが，福島県の
双葉郡（楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，
葛尾村），相馬郡飯舘村は東日本大震災時の原発事故や，熊本
県の球磨郡球磨村は豪雨災害の影響により簡易生命表のデータ
が欠損している。そのため，1732 の市区町村データとなって
いる。

11）次の推定式を推定した。e0i＝α＋βlog（local_tax_pci）＋δi＋εi。
ここで i は市区町村，e0i は各市区町村の男女別の平均寿命，
log（local_tax_pci）は各市区町村の対数 1 人あたり課税所得，δi

は都道府県ダミー，εi は誤差項である。1 人あたり課税所得
は，各市区町村の歳入内訳の地方税総額を人口で割った値であ
る。記述統計は，女性の平均寿命（歳）は平均 87.52，標準偏
差 0.56，最小 85.5，最大 89.0 で男性の平均寿命（歳）は平均
81.34，標準偏差 0.81，最小 78.1，最大 83.4，1 人あたり課税所
得（万円）の平均は 138.7，標準偏差は 73.9，最小 4.97，最大
141.1，対数 1 人あたり課税所得の平均は 4.863，標準偏差は
0.333，最小 3.906，最大 7.252 となっている。また，各市区町
村の人口（人）は平均 73,367，標準偏差 189,585，最小 168，
最大 3,754,772 となっている。

12）所得に対する寿命の弾力性は推定式から，次のように計算し
た。弾力性は定義より η＝（∂e0/∂local_tax_pc）（local_tax_pc/
e0）。また，∂e0/∂local_tax_pc＝β/ local_tax_pcなので，η＝β/
e0。 女 性 の 所 得 に 対 す る 寿 命 の 弾 力 性 は 0.1085/87.52 ≈
0.00124，男性の所得に対する寿命の弾力性は 0.2539/81.34 ≈
0.00312。

13）主要国の年金制度については，例えば，厚生労働省の海外
の年金制度のホームページに詳しく説明されている。https://
www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/
shogaikoku.html（最終閲覧日：2026 年 5 月 6 日）

その再分配効果が弱まり，生涯ベースでは高所得
層に有利な方向に制度の分配構造が変化する可能
性を示している。
　さらに，日本の公的統計を用いた検証では，産
業別死亡率に大きな差が存在することが確認され
た。特に身体的負荷や危険度の高い産業では死亡
率が高く，職業や労働環境が寿命格差の形成に関
係している可能性が示された。また，市区町村レ
ベルのデータを用いた分析では，所得水準と平均
寿命の間に正の相関が観察され，日本においても
所得と寿命の関係が一定程度存在することが示唆
された。
　これらの結果は，日本の公的年金制度を評価す
る際には，所得や職業と寿命の相関を考慮する必
要があることを示している。特に，寿命格差が拡
大する場合には，制度の再分配機能が意図した形
で機能しなくなる可能性があるため，給付算定式
の累進性の強化や保険料上限の見直しなどを通じ
て再分配機能を補強する議論が重要となる。ま
た，産業間の健康格差には，労働環境やそれに関
連した生活習慣など複数の要因が存在するため，
年金制度だけでなく健康政策や労働政策など複数
の分野を横断し議論することも必要である。
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